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高等学校教育の在り方ワーキング例レープ中間まとめ (令和5年8月)概要

にあるため、質の確保・向上に向けて、「多様性への対応」と「:共通Ⅲ性の確保」をイ)キせて進める必要

■多様性への対応 翻・牌瑠尊驚蔀亀藪薫塾撃躍鯨像勲
④「自己を理角罪し、自己決定。自己調整力雉きる力」の育成

攣 「自ら問いを立て、多様馳 者と協働しつつ、その間に対巧
斡「自己の在り方生き方を考え、当事者として社会に主体Ⅳ
勲義務教育において修得すべき資質・能力の確実捕 成充

に

■共通性 の確保
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o少子化の影響により多くの地域で続廃合が進行。
今後も15歳 人国の減少は一層加速。小規模校の

教育条件の改善が必要。

o生諒コ〕M;きたし七冠親冤時封舟)り、雫護yヒ・魅カイ切
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o不登校児童生徒数が義務教育段階を中心に増大。
高校段階では通信制の生徒数力近年急増。

●全日制。定時制。通信制いずれの課程にあっても、
柔軟で質の高い学びを保障していくことが心要。

o高校生の3割が家や塾で学召を「しない1と回答。

o授業の満足痘・I早解唐は学年が上がるとともに低下。

o多くの高校で文理のコース分け力強され、特定の教科を
十分に学習しない傾向。

マ

援を

t国際

(1取組の

小規模校の教育条件の改善に向けて 生徒の多様な学習ニーズに応える
柔軟で質の高い学びの実現に向けて

全ての生徒の学びの充実に向けて

'中
間まとあ本長は.とちら→―鰯
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はじめ!に

!'有
,高等学校 |「は(中 学

卒
を卒芦年

':と
々ど?牛牛が|||ています。そのたゆ、生徒は様 な々入学動機や進路希望、興味・関心を

持うて高猿に通うていま|す。またく社会全体では少予rと が進み、!不登猿経談を持つ生徒1増えています。そのような中で、これまでのままの

学校のあり方では、生徒■本T人 の多様な学習■■ズに対応しきれな|｀場合もありますもそのような課部に却ヽして、「生徒を主語にした」

●守1校警亨?兵罪々由甘旨す必琴が,りますど ||「 「―l il .

0 鬱0
少子化が加速する地域における

高等学校教育の在り方

少子化の影響 により、多くの地域で統廃合が進行

しています。また、今後も15歳 人日はより減少 していく

見込 みのため、生徒数 が少ない小規模校でも、多様

なニーズ に応 じた学習 内容 の充実 のための工夫や

改善が必要です。

対策案 P2～ 3

全日制・定時制・通信制の

望ましい在り方

小中学校で不登校の児童生徒数が増え、高校段階

では不登校経験を持つ生徒が通信制高校 に入学す

る例 も増えています。不登校 となっても全 日制 定 時

制でも学 び続 けられるように、学びの柔軟化などが

必要です。

対策案 P4～ 5

社会に開かれた教育課程の実現、

探究・文理横断。実践的な

学びの推進

高校生の3宮」が家等で全く勉強しないなよ 学習時

間の課題や、授業の満足度・理解度に課題 がありま

す。また、多くの高校で文理分 けがなされ、特定の教

科 につ いて十分 に学習 しない傾 向もあ ります。さら

に、大学 においてはデジタルなどの成長分野への学

部再編などが進んでいますが、文理選択で理系を選

択する生徒が少ないという現状もあります。

そのため、生徒の各教科 科 目への関心を、文理横

断的に幅広 く高めると同時に、将来の自分 の在 り方

や社会 との関わ り方を意識 しながら学べるようにす

ることが必要で売

対策案 P6

O¬

高等学校教育を取り巻く現状と課題

H22年
約121万 人

約 78万 人

遠隔授業を受ける教室

速隔授業における対面授業

高校生の皆さんが受 けられる教科 .科 目の選

択肢 を広 げるため、条件 に適 えば、受信側 の

教室等 において教員免許をもっていない様々

な職員の方がサポー トできるようにします。

多様な学習ニーズに対応する環境

詳細はこちらからご覧ください(P7～ 13)

遠隔授業や通信教育を活用 した学校 間連携

等のネットワークを構築するための配信セン

ターの整備を進めます。

国内の他の高校 に一定の期間留学 した場合

などに、履修できなかった科 目を通信教育で

も勉強できるようにします。

=■
■■■●Iユ

通信教育の活用

高校生の皆さんが受 けられる教科 .科 目の選

択肢を広 げるため、離 島 ,中 山間地域等 の事

情 がある場合、先生 と生徒 の関係などを重視

しつつも、柔軟 に対面授業の回数 を設定でき

るようにします。
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:キ細tよ こちらからご貨ください(P7～ 13｀ 鶉

学校の魅力化・特色化

地域を越えたつながり

学校の指針となるスクール・ミッション、スクール・ポリ

シーを常に改善することや、地域や大学 と連携 した授

業を行う高校づくりなど、各学校の特色化 魅力化を引

き続 き進めることで、生徒 にとって魅力的な学校づくり

を進めます。

小規模高校などの生徒でも、総合的な探究の時間など

で、同じ興味・関心を持っている仲間を見つけて学び合

うことができる環境づくりを目指 しま売

都道府県と市町村の連携

協力による学校運営

コミュニティ・スクール

(学校運営協議会制度)の 導入等による

摯校と地域社会の連携・協働の推進

学校における働き方改革の推進、

コーディネーター等の配置支援

三議 魅 雹議観解 g講〒
と

一翻

■
餌
ｉ

詳細はこちらからご資ください(P4-19ゝ

不登校生徒の自宅からの遠隔授業・通信教育

通信制課程の質の確保・向上

全 日制・定時制課程の不登校生徒が学習を続けられる

ように、単位数の上 l艮 の範囲内で、自宅等 から高校の

同時双方向型の遠隔授業を受講することを可能 とした

り、通信教育の活用を可能とするために制度 を改正 し

ました。

通信制課程につ いては、より質を確保・向上させること

が必要です。また、少ない登校回数下でも、人間関係を

構築 しながら、自分のよさや可能性 を認識 し、多様な

人 々と協働 ずる環境を整えるために、モデル となる優

良事例をつくります。

自宅等からの同時双 方向型 の遠 隔授業や

通信 教育 の活用 に向 けた制度改正 に係 る

モデル事例 の創 出

不登校経験が不利益に

扱われない高校入学者選抜等

学びの多様化学校や

校内教育支援センターの設置促進

:解説

事よの多様

“

学校

='よ

ネュ表1養生徒―
にれたじた力リキ|う ムt教

育を案施す,こ |カ
ミてきま五 :  !   :  「   ―

スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーの配置充実など

④

抑

、、＼ヽ イ
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学びの実現●向けて

訂″』はこちらからご覧ください(P10～ 10i

通信制課程の制度や

特徴に係る1ド舞
ヒ
報発信

不登校生徒に対する

継続的な実態調査

通級指導。日本語指導の

実施に向けた体制整備

靭

公立通信制高校等の機能強化

公立通信制高校等を機能強化 し、中心拠点・配信

センターとして、遠隔授業や通信教育を活用 した

ネットワークを構築するモデルを創出します。

履修・修得の柔軟な認定の促進

遠 隔授業や通信教育、補講などによって十分な学習ができた場合 には、生徒一人一人の実情に応 じて柔軟 に履

修・単位修得の認定ができるように、教育委員会や学校などの理解促進を行います。

〇

⑫離i戦朧

の推進

専門高校と産業界等との連携。協働の強化

盤
・  i  l■

探究的な学びなどの推進

グローバル人材育成に資する拠点校の整備

探究・文理横断 ,実践的な学びの推進や、高校

の特色化・魅力化を進 めます。そのために、学

校外 の様々な関係機 関等 との連携協力体制

の整備や、その連携協力を支えるコーディネー

ターを学校に配置できるよう支援します。

国内外 の大学等 との連携で文理横 断的に社

会課題の解決や学術的な問いに向き合う探究

的な学 びを推進するため、グローバル人材育

成に資する拠点校の整備などを行いま魂

理数系教育の

更なる充実

学校における

働き方改革の推進

数 師の資質・能 力の向上

のためのオンライン研修 、

ヨンテンツの開発支援 、

探究型 の研修 の開 発・普及

専門高校 において、企業等の外部の方が学校

運営 に参画 して、協働 して社会 に開かれた敦

育課程を実現する取組を進めます。

大学入学者選抜の改善
i学 力の 3整

'素

の多画的 総 合的な評価^
のし文書 文理棲壼F的な学 びを進める観点

からの出額科 目の見直じ等 の促造 )

学校と地域社会の連携

協働の推進

4

学校関連携等の促進
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「高等学校教育の在り方ワーキンググループ中間まとめ」を踏まえた制度改正の概要 (1/2)
1学 校教育法施行規則改正 (絣田6年 4月 ■日施行)

全国制・定時制課程において、学校生活への適応が困難であるため、相
当の期間高等学校を欠席し引き続き欠席すると認められる生徒 (「不登
校生徒」)、 疾病による療養のため又は障害のため、相当の期間高等学
校を欠席すると認められる生徒 (「病気療養中等の生徒」)その他特別
の事情を有する生徒を対象として、教育上有益と認めるときは、高等学
校は授業に代えて通信教育を行うことができる。

不登校生徒が学修の継続のために自宅その他特別な場所で違隔
授業を履修し、修得する単位数、上記 (1)の方法により修得する単位
数及び全国制課程の生徒が自校又は他校の通信制課程との併修に
より修得する単位数は合計で36単位までとする。

※病気療養中等の生徒に対する遠隔授業及び通信教育 (こつしては、現行の遠隔授業と同
様、単位数の制限無く行うこと力kきる

∽
鱒

0つ
°

斡
翰

|`導l封學湾

'74単位のうち

【教室内・遠隔授業】

0在籍する高等学校等では対面
で実施されない多様な科目の授
業や習熟度別指導による遠隔
授業等を進路の実現のために履
修し、修得した単位

(第96条第2項第1号 )

ゆ
。

鬱
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■

74単位のうち

0、 0それ前 が36単位以下となる必要
※0について1湿爵己合計が36単位以下となる必要

【教室外・

違隔授業】

左記

0

1！
【

【教室外・通信教育飩腋。他課程)】

0金田制の課程の生徒が、

施行規則第97条の規定
に基づき、通信制の課程
との学校間連携・課程間

併修により修得する単位

【教室外・通信教育(自校)】

②施行規則第88条の
4の規定に基づく通信

教育により修得する

単位

【教室外・違隔授業】

0盃登校生徒が、学修継続のため、
自宅その他特別な場所 (教育
支援センター、校 内教育支援
センター、保健室等)で遠隔授
業を履修し、修得する単位

(第96条第2項第2号)

0キ②+0(教室外で修得できる単位数)が、合計で3.6単位以下となる必要



「高等学校教育の在り方ワーキンググループ中間まとめ」を踏まえた制度改正の概要 (2/2)
2「高等学校等におけるメデイアを利用して行う授業の実施に係る留意事項」(通知)改正関係 倫和6年 4月 1日～)

0ヽ

以下の場合においては、例外的に、受信側の教室等に当該高等学校

等の教員を配置することは必ずしも要しない

①以下を全て満たし、教員に代えて学習指導員や実習助手、事務職員

等の当該高校等の職員 (校長の指揮監督下)を配置する場合

。受信側の教室等に当該高校等の教員の配置を求めることが、多様な

科目開設や習熟度別指導等により生徒の多様な進路実現に向けた

教育・支援を行うに当たっての支障となる

。受信側の教室等における生徒の数や生徒が必要とする援助の内容等

に照らし、教育上支障がないと当該高等学校等の校長焼忍める場合

※ただし、当該高等学校等史 の教員数が、公立高等学校の適正配置及び教職
員定数の標準等に関する法律 (昭和36年法律第188号 )の定めるところによ

る教職員の定数の標準を満たしていることが前提 (教員数の合理化を目的に安

易に教員に代えて職員を配置することは本特例措置の趣旨に合致しない)

②不登校生徒に対し、自宅その他特別な場所 (教育支援センター、校
内教育支援センター、保健室 、その他当該高等学校等内の別室

豊)において、メディアを利用して行う授業の配信を行う場合

以下の場合においては、例外的に、対面により行う授業の時間数を各

教科・科目等ごとに年間1単位時間とすることも認められる

①以下を全て満たす場合
0メディアを利用して行う授業の配信を受ける高等学校等が離島・中山
間地境等の遠方に立地することにより、配信側の教員の移動に日数を
要し、当該教員による他の高等学校等への授業の実施に支障を伴う

。同時に授業を受ける生徒数が少人数であるため個々の生徒の学習状
況が違隔でも:巴握しやすい1犬況にある

⑬配信側の教員が過年度における授業を担当している等、配信側の教
員と受信側の生徒との間の人間関係が既に構築されており、当該受信
側の生徒が必要とする援助の程度に照らしてもメディアを利用しての授
業の実施に支障がないと受信側の高等学校等の校長力境める場合

②病気療養中等の生徒であって、当該生徒の病状や治療の状況、医師
等の意見等を踏まえ、対面により行う授業を複数回行うこと力判的いと
高等学校等の校長力濫める場合

教務規程等において、慣例として、授業への出席の回数を履修や単位

認定の要件として課しているところ、還隔授業や通信教育の実施、補語

その他適切な指導の実施等により、生徒一人一人の実1青に応じて柔軟
に履修 ,単位修得を認めることが望まれる

【主な留意点等】

・教育上支障腕 いと認められる場合…

(上記 (1)関係)

以下のO、 ②をともに満たすこと。

① 受信側の教室等の生徒数、活用するメディアの態様等を踏まえて、
致規模で、授業を実施するものであること。 (実証結果に基づき、大型ディスプレイ越しに生徒の様子を確認する場合で最大5名程度、1

人1台端末を活用した画面共有機能や共同編集機能等による場合で最大15～ 20名程度以下 )

② 酉己信側の教員と、受信側の教室等に配置される職員と力慢 業の進め方や生徒の状況に係る事前の打合せを行い、役割分担を明確化し
た上で、遠隔授業が実施されること。また、受信側の教室等に配置される職員が、当該役割を十分に認識し、果たすことができる者である
こと。

出席扱しЧこすることが可含ヒ。その際、画面やチャットツール等を通じて生徒の学習J犬況を与巴す戸至することにより、出席↓及いと認めることが考えられる。 2自宅で違膚授業を受けた場合の出欠
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【少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方関係】

各都道府県における、高等学校の適正規模に関する基準の例

高知県の場合 (県立高等学校再編振興計画より抜粋 )

【学校規模の基準】
◇ 適正規模

。1商π
=表

口旗 μ IPマ
ロ
〔士^ 「 lE差生 堂 綿 Iパ ′Йttr す 。4～ 8

・一定の生徒数が見込まれる高知市及びその周辺地域は、より活気あふれる学校づくりができる「1

学年 6学級以上」の学校規模の維持に努めます。
◇過疎化が著しく、近隣に他の高等学校がない学校
・地域の学びの機会を保障するために、最低規模を「1学年≧望級 (20人以上)以上)」 として維持

します。
◇学び直しの機能を持つた学校
・不登校や中途退学を経験した生徒、発達障害のある生徒等を受け入れる体制を整えた学校の最低規

模を「■学年■学級 (20人以上)以上」として維持します。
◇ 分校の最低規模

「 1学年 1学級 (20人以上)」 とし、この規模を下 つた際に、募集停止の猶予期間は「入学者
数が20人に満たない状況が 3年間で 2度ある場合」を「2年連続して満たない状況になつた場
合」に緩和し、平成27年度から新たに適用します。

長崎県の場合 (第三期長崎県立高等学校改革基本方針 より抜粋 )

適正な学校規模の基準
県立全国制高等学校の適正な学校規模の基準は、 1学年 3～ 8学級 (120～320人)を標準とし、

適正配置の観点等から必要1生が認められる場合においては、上記の標準を ■学級下回る又は ■学級上
ヽ

ただし、次のア、イについては、地域性等に鑑み、 1学年 1学級の学校として配置するものとする。
ア 第二期基本方針及び第二期基本方針の計画期間内において、キャンパス校の導入が認められた

高等学校。
なお、該当校における第一学年の在籍者数は、20人以上を望ましい人数とする。

イ 」ヽ中高一貫教育を実施している一島一高等学校。
なお、該当校における第一学年の在籍者数は、10人以上を望ましい人数とする。 8

ロ



【少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方関係】

各都道府県における1薯来的な学級規模の推移の分析例①

岡山県における、各学区の 1学年あたり学級数別学校数の予測
※学校数を維持しながら、均等に学級減を進めた場合の見込み (公立全国制 (中等教育学校を含む))を岡山県教育委員会において推計したもの。

西備学区       倉敷学区       岡山学区

8学級 8学級  7  1 8学級 454

6学級

Oo

4学級  3  1

2学級

1挙粋キ紺身棚 尋津‖1糊

IⅧ鞠 鞠 螂

6学級IP  4  4

Ⅷ Ⅷ Ⅷ 棚
4学級

-    1  
司

磯 Ⅷ 翻 棚
2学級 II

美作学区

Ⅷ ⅧⅧⅧ
e学1級

6学級

4学級 543

2学級

東備学区

3学級

6学級

半9井原高校 (北核地3・ 南校地2)を 含む

備北学区

8学級

6学級  1

1   3

1  1

1  1

4学級  2  1  1 4学級ィ 1 3   a   2 4寺と将段   4

2学級 2学級

(出典 )

岡山県高等学校教育研究協議会
「平成40(2023)年度を目途と
する県立高等学校教育体制の整備
について」 (提言)(平成 29年
11月 )

10

¬   2

*2勝 山高校 (勝 山1交地4・蒜山校地1)

真庭高校 (落合校地3・ 久世校地2)を含む

学級数 IH29 1H40 1H43 学級数 IH29 1H40 1H43 学級数 IH10 1H40 1占
43

学級数 H43
|

H40H29 学級数 IH29 1H40 1h43
H29 1 H,0 1 H43学級数

キ1新 見高校 (北校地 3・ 南校地3)を含む

2学級
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【少子化が加速する地域における高等学校教育の在り方関係】

各都道府県 1こおける1薯来的な学級規模の推移の分析例②

長崎県における、学校規模別の現状と将来予測 (県内公立全日制高等学校 )

※令和 12年度予測は、中学校卒業者数の減少に対し、現状の学校数を維持したまま、単純に学級減を
行つた場合のシミュレーション。

3学級

3校

7学級

5横

6学級

10校

5学級

4校

4学級

9被

8学級

9校

2学級

9横

1学級

6校

1学年の学級数

平成31年度

8学級

1校

7学級

2横

6学級

11校

5学級

6横

4学級

5横

3学i級

11屯億

2学級

10校

1学級

9校

1学年げ)学級数

令和12年度 (予測)

(出典)第三期長崎県立高等学校改革基本方針 (令和 2年 3月 )

11



令 和 6年 5月 27日
第12回 高等学校教育の在 り方
ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

資    料    3「普通教育を主とする学科」の弾力化中普通科改革の意義。

高等学校設置基準
の改正

令和 4年度よ銹隻置が可能

※学際領域学科 :学際領域に関する学科、地域社会学科 :地域社会に関する学科
その他普通科 :その他特色・魅力ある学びに重点的に取り組む学科

牌
〇

○ 普通科には高校生の約 7割が在籍する一方で、
との指摘もなされており、「普通」の名称から一斉的・画―的な学びの印象を持たれやすいところ、普通科においても、生徒や
地域の実情に応じた特色・魅力ある教育を実現する。

○ 普通科におして特色・魅力ある教育を行うにあたって、従来の文系。理系の類型分けを普遍的なものとして位置付けるので
はなく、総合的な探究の時間を軸として、
多様な分野の学びに接することができるようにする。

普通科

「普通教育を主とする学科」

その他普通科地域社会学科

「普通教育を主とする学科」

学際領域学科普通科

現代的な諸課題のうち、SDGsの実現やSodetv5,0の到来に伴う諸課題に対応するために、学際的・複合的な学問分野や新たな学問領域
に即した最先端の特色・魅力ある学びに重点的に取り組む学科

学際領域学科

現代的な諸課題のうち、高等学校が立地する地元自治体を中心とする地域社会が抱える諸課題に対応し、地域や社会の将来を担う人材の育
成を図るために、現在及び4薯来の地域社会が有する課題や魅力に着目した実践的な特色。魅力ある学びに重点的に取り組む学科

地域社会学科

その他普通教育として求められる教育内容であつて当該高等学校のスクール・勤′ションに基づく特色・魅力ある学びに重点的に取り組む学科

その他普通科

1



●

新時代に対応した高等学校改革推進事業
令和6年度予算額

(前年度予算額

2,2億円

2.5億円 )

尽″ゑ
▼4Ⅳ
文台I剌 学曽

い
牌

令和 3年 1月の中央教育審議会答申におして提言された普通教育を主とする学科の弾力化 (普通科改革)や教科等横断的な

学習の推進による資質・能力の育成を推進し、探究 esTEAM教育、特色・魅力ある文理融合的な学び、今後の社会に望まれるデジ

タル人材育成等を実現するため、令和 4年度から設置が可能となつた新しい普通科の設置を予定している学校の取組を推進するととも
に、遠隔。オンライン教育等を活用した新たな教育方法を用いたカリキュラム開発等のモデル事業を実施する。加えて、新学科における学
びや教科等横断的な学びを実現するためには、地域、大学、国際機関等との連携協力、調整が必要であり、その役割を担う「コーディ
ネーター」について、その育成や活用を支援するための全国プラットフォームを構築する。

③高校コーディネーター

全国プラツトフォーム構築事業
(PDCAサイクリレの構築)

高校と地域、関係団体等とをつなぐコーディネーター

の全国的なプラットフォームを構築する。プラット
フォームにおいては、コーディネーター人材やコーディ
ネーターを受け入れる学校に対する研修を行うとと
もに、コーディネーター間の情報共有を促す場を創
出することで、コーディネーターが持続的効果的に活
躍できるようにするとともに、成果指標の検証による
高等学校改革のPDCAサイクルの構築を図る。

学校等における 地域等における
コーデイネート機能

継齢 l

コー
~ィ

帯 ,一

学技・a脅晏員●

教科等横断的な学びの実現による資質。能力の

育成、デジタル人材育成を目指し、遠隔・オンライ
ン教育 (質の高い通信教育を含む。)を活用し
た新たな方法による学びを実現する。(1)SOdety
5,0の実現に向けた最先端の技術を活用した学び、

(2)自らの興味関心に応じた探究的な学びに着目
し、同一設置者の学校間のみでなく、他地域にお
ける大学や研究機関、国際機関等の関係機関か
らの同時双方向型の授業を取り入れたカリキュラム

開発を行い、新しい時代の学びを創造する。

心

①普通科改革支援事業
令和 4年度より設看L力河 含ととなつた新し
い普通科を設置する予定の高等学校等
に対し、関係機関等との連携協力体制の
整備や、コーディネーターの酉E置などの支
援を行い、新学科設置の取組を推進する
ことで、探究。STEAM教育や特色・魅力
ある文理融合的な学びを実現する。

学際領域に関する学科

地域社会に関する学科

その他

(デジタル人材育成を目

指す学科等 )

普
通
科

普通科

事業内容

国公私立の高等学校
対象

校不重
①②学校設置者 ③民間団体等委託先

①36校 (継続29校、新規フ校)約 4′フ00千円/1校
② 8校 (継続8校)約 3′600千円/1校
③ l団体 約20′ 000千円/1団体

箇所数

単価

補助率

①新学科の設置に必要な経費
②新たな教育方法を用いた学びに必要な経費
③プラットフォームの構築や成果検証に必要な経費

委託

対象経費

(初等中等教育局参事官 (高等学校担当)付)   2



「普通教育を主とする学科」の弾力化 …新しい普通科の要件

福岡県立八幡高等学校
文埋共創科

「知の追究」「知の探究」
計4単位・1～ 3学年

学校法人信愛学園

浜松学芸高等学校

探究創造科
「探究創造概論」「演習」

計12単位・1～ 3学年

和歌山県立串本古座高等学校
未来創造学科 (宇宙探究コース)

「宇宙探究基礎」
2単位・1学年

鹿児島県立種子島中央高等学校
ミライデザイン科

「DX」
フ単位。1～ 3学年

●

ェ代Ч″かと
ア了ぉょヽ

Ч

文郎科学首

出
Ю

3

(1) け、当該学校設定教科・科目 (2単位以上)及び総合的な探究の
時間を合計 6単位以上、全ての生徒に対し、原則として各年次にわたって、履修させること

(2)学校設定教科・科目と総合的な探究の時間について、相互の関連を図り、系統的、発展的な指導を行うことに特に意を
用いること

(3)学際領域学科におしては、大学等の連携協力体制を整備すること

(4)地域社会学科においては、 ること
(5)学際領域学科及び地域社会学科においては、関係機関等との連携を行う職員の配置その他の措置を請じるよう努めること

「知の追究」では教科等横断的な授業を通して、文系。理系の枠を超えて複数
の教科・科目を融合し、学問と社会との繋がりや生きる上での学問の意義を感

得させ、主体的に学問に向き合う姿勢の育成を目指す。「矢日の探究」では物事
を多角的、複合的に捉え論理的に考察し表現することで、学問領域を統合し
てアプローチする際の手段となる1青報活用能力や課題発見・解決に繋がる豊か
な発想力を育成する。

探究創造概論は、主に学校内にてプロジェクト学習およびそれに必要な基本的
スキルや理論を習得するための学習を中心に構成。探究創造演習では、概論
で身|こつけた矢日識・技含とをもとに、主|こ校タトを活動の中心l也としてプロジェクトで
設定されたテーマや生徒が自ら設定した課題の解決に向けたアイデア構築、制
作、プレゼンなどの企画実行に取り組む。

民間ロケット発射場が近接しているメリットを活用し、自らの在り方・生き方としっ

かり向き合い、Sodety 5.0を 生き抜くために必要な力を育成する。宇宙実験
に挑戦したり、水日ιル ト:つションを探究的かつ、競技的な要素を取り入れつつ

運動の仕組みや物理・数学に関する内容を組み込みながら学ぶ。また、身近な
材料でマイ望遠鏡を作成し、天体観測と天体写真に挑戦するとともに、宇宙飛
行士トレーエングを協働的に学ぶことにより、チームビルディングを体験的に学ぶ。

自ら課題を発見し、解決までの過程を筋道立てて構築する力 (デザイン思
考)と、言果題解決のための有効的な手段として、目的に応じてデジタルツールを
適切に選択・活用できる力 (デジタル技術)の 2つの力を育成。デザイン思考
では、課題発見力・コミュニケーションカ育成のための活動を行い、デジタル技術
ではデータサイエンスに関する基礎力の習得を行う。

地

域



「普通教育を主とする学科」の弾力化一連携協力体需uの例 ●

岸
ω

コンソーシアム「チーム湖陵」を構成。連携協力機関として、コン
ソーシアム会議等に参加し、学校の教育活動に対して助言する
組織である「プロモーター」と、学校やプロモーターの要請に対して、
必要に応じてワンポイントで学校の教育活動を支援する組織であ
る「サポーター」を配置。コーディネーターが全体の連絡調整を行う
ことで、生徒の多様な興味・関心に対応できる探究的な学習の

探究を担当する教員カマネージャーとして全体の総括を行い、
コーディネーター3名がプレーV―となり、それぞれの担当する業
務について実働する。教員がマネージャーとして全体を総括する
ことにより、探ヂ誕渕休のデザインをすることが互「含髭になり、コーディ
ネーターが活躍できる場を作ることができる。

教員の役害」 ―コーディネーターとの「すみ分け」一

⌒

一 ユ

h代Ч″かね
ア了4はヽ
W

文

“

ネJ学 省

教要の役割 コーディネーター(非常勁)の役割

ユ

→ I費来や 1出座のA味付けをし、・′rメ の 1手 f引性に気 づかせる   →生仕だけでなく教tiに も礼会のありようを丈残をこめて伝ハーる

→ ノレイヤ が活昭できる甥をつくる

→

'Ff十

カヽヨーディネ ータ ーのカバ ヤ才易

'T段 既rrの 鶴 rl線に とらわイRす 、独 自擢 も大切に

◆ コンソーシアムの構築 ◆ 教員とコーデイネ…ターとの連携

事業全体のデザイン

ゴールに向けた事業マネジメン ト

剖当てられた個別案件のデザイ ン

プレイヤーとして協働体制を 七ヽ条、講座や会議を

`I画

授業や番座の まとめ 一生徒に学びの実態を一 「
外」の空気を、学校の中に吹 き込 ませる

プレイヤーの補助 マネ ージ ャーの「ヽl佐 (:Ⅲ
■打 ち相 手 )

Ｂ

・

出 ・

―

”一”一
的韓一一一帯一一

一齢
碑
一

群
等

韓韓申選韓強揮

く湖
―

>

―

,韓

コーディネーター

サポーター

チーム湖陵」アムコンソ

)マ ネ ジ ャ ‐r,iVⅢ 則ジI・ 素alし 合 う関係に
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「普通教育を主とする学科」の弾力化中コ~デイネータ…の例 ●

httЧ
P分ね

ア了4よ`
Ч

文mネJ学 曽

Ｐ
ト

ア 憂媛県立三崎高等学校 社会共創科

L♯専任 L♯ NPO・企業等関係者

ア  北海道大樹高等学校 地域探究科

経歴等  >>>
教職経験や一般企業での海外勤務経験等の幅広い経験を有する。

業務内容 >>>
三崎高等学校の職員室に常駐し、校内の地域協働課に配属。「未
咲輝 (みさき)学」等の乃〃ゲート、地域探究活動に関係する新しい

学校設定科目「トライブ・ラー三ング」等の立案、地域特別講師データ
ベースの構築、新事業の企画立案や外部人材との連絡。調整等を
行つている。また、教員や生徒とともに、学校の魅力を全国の中学生に

向けて発信している。

経歴等  >>>
北九州市立大学准教授。高大連携事業や高大接続についての取組を
ゼミ活動として実施している。

業務内容 >>>
教職員への研修業務や学校設定教科・科目のカリキュラム開発にかかる
指導・助言、検討委員会力環 定するカリキュラムづくりの支援、事業実施
体制の構築、年間指導計画の策定、評価方法の設計等を支援する。
また、北九州市立大学と北九州市立高等学校との連携活動や、学校
の要望に応じて、大学生を交えた探究活動の企画・調整等を行う。

経 歴 等   >>>

大樹町教育委員会社会教育課地域]―ディネーター (小・中学校の
地域連携)や大樹町学校運営協議会委員、自治体等のPRプロジェ
クトマネジメント、企業インターンシップのコーディネート等の経験を有する。
業務内容 >>>
コーディネーター統括として、探究学習のカリキュラムマネジメント等を行
うとともに、学校や運営指導委員会、コンソーシアム、学校運営協議会、
町教育委員会との連絡。調整を行つている。また、地域・校内外向け
‖青報発信をプロデュース。地域探究サークル顧問も担つている。

経歴等  >>>
元松浦市立中学校長
業務内容 >>>
「まつナビ・プロジェクト」を活用した松浦高等学校と近隣小中学校との交
流学」の企画・運営。「まつうら高校応援団」等と、生徒の学びへの支援
内容等について調整。探究活動等が可能となる団体・人物に支援を依
頼。近隣小中学校や市、事業所等との意見交換や情報収集等。近隣
中学校に対する地域科学科の生徒募集活動。県内外の高校との連携
事業を具体化し、生徒間・教員間の意見交換の場を設定。

L ♯大学関係者

ア   北九州市立高等学校 未来共創科

L ♯退職教職員

ア  長崎県立松浦高等学校 地域科学科

5



ける新しい普通科設置状況公立

「普通教育を主とする学科」の弾力化一新しい普通科の設置状況 ●

ェ代ЧPかと
ア了遍よ■
W

文部41学 曽

※令不日6年 5月 時点

〆
・岐阜県立坂下高等学校 地域社会学科 (令和 4年度設置)

・滋賀県立伊香高等学校 地域社会学科 (令和 フ年度設置予定)

・滋賀県立守山北高等学校 地域社会学科 (令和 フ年度設置予定)

。京都市立開建高等学校 地域社会学科 (令和 5年度設置)

学際領麟学科 (令和 6年度設置)

6年度設置 )

ヒ海道岩見 令和 フ年度設置予定)

岩手県立大槌高等学校 地域社会学科 (令和 6年度設置)

・三重県立上野高等学校 学際領域学科 (令和フ年度設置予定)

・愛知県立惟信高等学校 地域社会学科 (令和 フ年度設置予定)

・愛知県立美和高等学校 地域社会学科 (令和 フ年度設置予定)

・憂報黒立三崎高等学校 地域社会学科 (令利 6年度設置)

窪 崎県立宮崎大宮高等学校 その他普通科 (令和 5年度設置)

・宮崎県立延岡星雲高等学校 その他普通科 (令和 5年度設置)

。宮崎県立日向高等学校 その他普通科 (令和 5年度設置)

・宮崎県立宮崎南高等学校 その他普通潤 (令和 5年度設置)

。宮崎県之都城西高等学校 その他普通料 (令和 5年度設置)

。宮崎県立高鍋高等学校 その他普通科 (令和 5年度設置)

『

封
J

拶
騨
９

・兵庫県立篠山鳳鳴高等学校 その他普通科 (令和 6年度設置)

。兵庫県立姫路飾西高等学校 その他普通科 (令和 6年度設置)

島根県立隠岐島前高等学校
地域社会学科 (令和 4年度設置)

・広島市立美鈴が丘高等学校
地域社会学科 (令和 フ年度設置予定)

′
。

・和歌山県立串本古座高等学校 地域社会学科 (令和 6年度設置)

:4:票出橿垂摺冥目喜重篠事霞襲露華隷t寡写:子葎層票彊事選;

・高知県立清水高等学校 菩際領期解科 (令和フ年度設置予定)

・兵庫県立柏原高等学校
・兵庫県立御影高等学校 鰯

(令和 6年度設置 )

(令和 6年度設置 )

◇

福岡県立八幡高等学校

華標頴踊轟瀬 (令和6年度設置
北九州市立高等学校
地域社会学科 (令和 6年度設置

長崎県立松浦高等学校

地域社会学科 (令和 4年度設署L)

鹿児島県立種子島中央高等学校

●

′

( 年度設置 )

(令里
8年度設置予定)

Oν ※私立高等学校は5校設置

6

その他普通科 (令和 6年度設置済)

※令和 5年度学校基本調査 及び普通科改革事業 (令和 4年度指定校、令和 5年度指定校)等より、文部科学省事務局におして作成



「普通教育を主とする学科」の弾力化…更なる発展に向けた課題と論点

騨
６

◆ 新しい普通科を設置している自治体に偏りがある。

◆ 新しい普通科における組織体制の構築等や教育課程の検討、それを実現するための経験が少なく、学科新設や学科改編ヘ

の八―ドルが高い。

◆ 学校設定教科・科目の指導をする教師と関係機関、コーディネーターが連携・協働する際の知見が不足している。

◆ 総合的な探究の時間を軸として分野、教科・科目横断的な学びに取り組む新しい普通科がある一方で、単なる体験や各
テーマに関する表層的な学びにとどまつているケースがある。

◆ 「社会に開かれた教育課程」の観点から、関係機関と連携・協働する体制力埋:えられている一方で、持続可能性については
不確定な部分が多い。

◆ 高等学校と関係機関とのコーデイネート機能を担うコーディネーターの人材確保が困難。また、雇用に必要な支援が不足し
ている。

◆ 新しい普通科における探究。文理横断。実践的な学びにより身に付けた力を、大学で発展・向上させるという趣旨から、高大
接続の充実が求められる。

◆ 中学生や保護者、地域住民に新しい普通科が浸透しておらず、新しい普通科における教育課程や進学等に対する不安感
が認められる。

新しい普通科の更なる発展に向けた課題

◆ 新しい普通科への学科改編や新しい普通科における探究活動の知見の蓄積及び横展開

◆ 関係機関やコーディネーターと連携・協働する体制の事例の収集・周知及び研修の在り方に関する検討

◆ コーディネーター的役割を有する教員の育成や、コーディネーターの充実に向

◆ 新しい普通科に関心がある他の高等学校に普及していくための先行事柳lの収集・周知及

◆ 中学生や保護者、地域住民に新しい普通科を認識してもらうための広報活動

今後の論点

フ



令 和 6年 5月 27日
第 12回高等学校教育の在り方
ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

参   考   資   料 1

高等学校教育の在 り方ワーキンググループ (第 11回 )における主な意見

(遠隔授業や通信教育の活用)

○ 今般の遠隔授業・通信教育に係 る制度改正に関して、これか らモデル事業で事例を積み

重ねて、好事例を創出していくとい うことであるが、生徒や保護者からしてみれば、不

登校になつても、全 日制でもオンラインで大丈夫 とい うふ うに思ってしまって、学校 と

してす ぐに対応を求められるようなことも考えられる。制度改正をしたことは良いこと

だが、学校現場でこれを現実化 していくためには相当時間を要する。

○ 遠隔授業・通信教育に係る制度改正により、36単位まで可能 とい う報道が大きく出たこ

ともあり、今春入学 してくる子供たち、その保護者の方々は、 4月 以降そ うい う世界が

待っていて、仮に登校できなくなったときにその仕組みで学ぶことができるとい う気持

ちで入学 してきている。ただ、実際に学校現場でそれができるかどうかは別問題。新た

な取組を始めるとき、それが実際に現場でできるようになるのはいつなのか、それをも

う少 し明確にしていく必要があると感 じる。

○ オンラインや通信教育の質の確保の観点で、取 り組む生徒側の通信による学習能力の練

習の機会が、おそ らくそれほど多いわけではないと考えられるため大事であり、地域 と

しても通信環境がしっか りと整つているか どうかの確認が必要ではないか。

○ 遠隔授業の対面時間については、取組の状況を踏まえながら、要件を引き続き検討する

ことが必要ではないか。

(少子化が加速する地域における高等学校教育の在 り方 )

○ 少子化の加速により、地域における危機感、特に小規模高校の危機感が非常に増 してき

てお り、今回、遠隔による教育を使つていこうとい う話が出てきているが、さらにその

先 どうなっていくのか、どうあるべきなのかとい うところについて、特に少子化が進む

地域の小規模高校の今後のビジョンや施策を考えていく必要があるのではないか。

(通信制課程の在 り方 )

○ 通信制高校の質の確保に向けて、サテライ ト施設も含め、教育活動等について情報公開

することになっていると思うが、実際、どの程度行われているかについて把握したり公

表したり、また、全 日制と通信制の生徒で、実際どの程度、通信制を介して学習してい

るのかという学習時間に関する情報を基に、通信制の質の確保、そして向上につなげて

いけるのかというのを見ていけると良い。

○ 次期学習指導要領の改訂も今後見込まれる中、通信制課程における教育課程の特例の在

り方が現状のままでいいのか。この議論をしていくためにも、ある程度、今の通信制高

校の実態 とい うのをデータで明らかにしながら検討 していくのがよい。
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(探究的な学びの推進 )

○ 探究活動の実施に当たつて、学習指導要領に規定されていることと違 うような内容を外

部の方が提示 していて、学校もしくは教育委員会がその辺 りをしつか り理解 していれば

いいのだが、そ うでない場合は、例えば 「総合的な探究の時間」の中身が 「総合的な学

習の時間」のような感 じになっていて、学校全体のテーマはこれだとい うようにして大

人がテーマを与えて しまい、それを探究 と称 してやっている場合が見受けられる。「総

合的な探究の時間」の概れやねらいを正確に理解できていない現場において、外部の参

画がそれをある意味促進 してしまっている例がかな り見られるので、その辺 りをどのよ

うに改善できるか考えていく必要があるのではないか。

(専門高校の充実 )

○ 産業 自体の高度化などを図るとともに、産業の担い手 となる人材の輩出を産業界 と連携

しながらやってい くとい うことは、公立高校に課 された大きな使命であると考える。そ

ういったところに対する投資とい うのは、県も国も今以上に力を入れていかなければな

らない。教育の質向上や負担軽減も含め、限られた財源をどこにどのように投資 してい

くかとい うことについては、十分に議論をしていく必要がある。

○ 専門高校は、産業教育にかかる設備経費が高額で、各者[道府県は厳 しい状況のなかでや

りくりをしていることが現状。また、受益者負担になっており、例えば実習費、実習着、

様々な道具、コンピュータの購入など、基本的に保護者に負担していただいているのが

現状であり、入学時にかかる費用が高額になつている。普通科高校に比べて、専門高校

はさらにプラスアルファがあるため、入学時にこの辺 りで躊賭されることも考えられる。

それらを踏まえた支援の検討が必要。

(教職員の配置を含む高等学校の指導体制の充実等 )

○ 高校への進学率は約 99%に達 し、義務教育 と事実上変わらないような形であるが、例え

ば、高校の施設整備への国の支援策については、義務教育段階 とは比べ物にならないく

らい少ない状況である。教育の質の向上を図るとい う点に着 目した場合、施設整備や、

教頭、副校長支援員のようなサポー トスタッフの配置 といつたところについて、高校も

義務並みに考えていただけると非常にありがたい。

○ 教員を増やすことや、地域のなくな りそ うな学校を維持することにも目を向けていくこ

とも大切である。

○ 人的配置について、現場からは継続的に配置される人員が求められているところ、義務

教育段階では定数改善やスタッフの配置を含めて、この 20年くらいの間にどういう改

善を行い、高校段階ではそれに比べてどういう改善を行つてきたのか比較を行いながら、

高校の教職員定数改善を含めた検討の必要があるのではないか。

○ 教師を取 り巻 く環境整備の関連で、かつては教員研修が非常に充実 してお り、自主的な
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研修が非常に学校の中で認められていた。例えば夏季休業期間中に、自分のため、 2学

期以降の準備のために、その期間を全て使 うことができたが、今は業務の関係でそれが

難 しくなつているところ、研究と修養が教員には求められていることに鑑み、研修の在

り方について、少 し働き方改革の観点からもう一度、考える必要があるのではないか。

○ 配置の充実 とともに、配置される人材 (特に SSWな どの専門人材)の質を上げるための

仕組みも必要ではないか。

(教育費の負担軽減)

○ 教育の負担軽減はどの学校段階でも行 う必要がある。

○ 授業料支援の所得制限撤廃は、生徒等の中で支援の対象 となる者 とそ うでない者の区切

りがなくなり、幅広い範囲で負担軽減 されるため歓迎 したい。一方、大阪府のように授

業料の上限が定められるいわゆるキャップ制は、私学の教育の質が一定の上限でとどめ

られることになる。私立学校の特色ある多様な教育の担保 とい う観ッ煮か らは、東京のよ

うな授業料の上限がない仕組みの方が良い。

○ 都道府県の境を越えて高校等に通学する生徒もおり、居住地や自治体の野政力によつて

支援が異なることに不公平感が生じ、望ましくない。公私の割合等の自治体毎の差はあ

るが、隣接のをヽ道府県にも影響があるような所得制限撤廃といった大きな取組について

は、全国一律の支援制度を議論して頂きたい。

○ 高校段階の教育費の経済的負担軽減は重要であるが、その取組 を更に進めるために財源

は限 りがある中、将来に負担を先送 りするのではなく、どこにどのように投資するかの

検討は十分に時間をかけて議論する必要がある。

○ 高等学校の教育費負担軽減については、設置者主義の観′点もあるが、地域格差や経済格

差、経験・体験の格差をなくし、誰でも平等にチャンスがあるような支援ができるとよ

い。また、授業料以外の教育費の支援 も重要。

○ 教育費の負担軽減について本来の政策の意図に対する政策効果の検証が必要である。

○ 負担軽減の検討や検証にあたつては、地方分権の原則のもと地方 との関係で取 り得る施

策踏まえ、国において一律の支援を行 うべきか検討することが必要。全体最適や質の向

上など本来の政策の意図にどの程度反映 しているのか検証が難 しいところはあるが、者ヽ

市部におかれた私立学校への流入の加速 といつた論点や授業料以外の費用がどの程度

かかるかといつた論点を把握することが必要。

○ 政策効果については自治体毎の差などもあり、難 しい面もあるが研究の進展が望まれる。
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○ 授業料無償化により私立高校に進学しやすくなり、私立の専願者の増加や公立の定員割

れなども見受けられる。定員面も含めた公立・私立の在 り方の検討も必要ではないか。

○ 国の支援 と都道府県の独自支援、その他の民間の支援について、現場や必要な者に届け

られるよう、教育段階を超えて一覧できるような周知を充実させて欲しい。

(そ の他 )

015歳 人 口の推移を鑑みると、いずれ 75万人を切るとい う、5年で約 10万人ずつ減るこ

とも分かっているわけであり、その対策を 5年刻みでもいいので、今後 15年分のシミ

ュレーションをした方が良いのではないか。

○ このワーキングで一番大事にすべきこと、あるいは目指すことは何なのかとい うことを、

共通認識を持った上で議論 していくのが良いのではないか。また、施策を打ち出す とき

に、データや数字、科学的根拠 といつたものを基にして考えてい くとい うことが、より

必要ではないか。

○ 授業の DXだけではなく、高等教育改革の中での教務部分、バ ックヤー ド部分の DXも 非

常に重要である。

○ 都道府県立高校の振興策について、機関補助に限らない方策が必要。

○ 高校教育の在 り方の検討に当たつて、アウ トカムや基準の設定を行い、検証をしながら

進めていくことが必要。
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我が国の未来を左右しかねなしり巻く環境は教師を取

に

教師を取り巻く

顧
函♂I

０

●
．
● |1  婁

|||||||・ || |

●ヨロナ禍により、学校が子供たちにと,ての福祉的な役割も
担つていることが再認識

●学校を取り巻く環境の大きな変化

(例 :GIGAスクエ)レ構想の進展、社会―自体の急激な変化等)

で深い学び」「個別最適な学び」と「 的な学び」の一体的充実
欠 |…  ィ |・  .|  .

>不登校 >子供の貧因 >ヤシゲケアラー >家庭・地域の状況も大きく変化 など

r騨 ……送鷲 腰 ェ徽 ャヒ博 講 盛 僻 聯 争

Ю
牌

第 3章
―
■|―

|1学校における働き方改革の更なる加速化

生

“

が必要ヽ  第!章

教師の処遇改善 ■|

発 4章 √ 亨体的・総合的に基
守

る

学校の

指導・運営体制の充実
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ることが重要。

第 3章 学校における働き方改革の重なる加速化



第4章 学校の指導。運営体制の充実

1日 教職員定数 の改善 と教職員配置の在 り方等

(1)これまでの繹緯

●義務標準法では、勤務時間の半分を指導時数、残り半分は校務に充てることを想定し、いわゆる「乗ずる数」(※ )を設定。
●平成29年、令和 3年に義務標準法を改正 小学校の学級編制の標準の35人への弓I下げ)

(※ )学級数に応じて係数を設定。例え(よ 12学級の中学校に1よ 19人の教員 (校長を除く。)の配置等。(2)持続可能な教職員指導体制の構築

<持ち授業時数の軽減>
●学びの質の向上と教師の持ち授業時数の軽減のため、高学年に加え、小学校中学年についても教科担任制を推進し、専科指導のための定数改善が必要。

<着手教師への支援>
●新卒教師は、学級担任ではなく教科担任としたり、持ち授業時数を軽減したりする等の取組力(きるよう、
●若手教師を支えるため、若手教師が年齢の近い中堅教師等に気軽に相談できるよう、 l する必要。
。若い教職員の増加に伴い、産休・育休の取得者等も増加しているため、教職員が安心して産体や育体を取得すること激 きるような体制整備が必要。

(3)多様化・複雑化する課題と新たな学びへの対応
●急増する不登校児童生徒をきめ細かく支援するため、誰一人取り残されない「COCOLOプラン」の実現に向けた体制整備に向けて、
望びの多様化学校への教員配置の充実や、不登校生徒への支援等に対応する生徒指導担当教師の金中学校への配置等が必要。

●養護教諭や栄養教諭の配置充実、高等学校や特別支援学校の指導・運営体制の充実の検討が必要。
●35人学級についての小学校における多面的な効果検証等を踏まえつつ、

(4)組織的・機動的なマネジメント体常llの構築
●学校横断的な取組についての学校内外との連携・調整機能の充実や、着手教師へのサポートのため、「新たな職」の倉J設が必要。
●副校長・教頭の未配置校の解消や複数配置基準の引下陶 検討、圭幹教諭の配置充実、事務職員の校務運営への参画と配置充実が必要。

鴻 |

2H支 援スタッフの配置の在 り方等

●学校における働き方改革と教育の質の向上に向けて、支援スタッフの
更なる配置充実と、次世代型「チーム学校」の実現が必要。

●教員業務支援員の安定的な確保のための環境整備と一層の連携。協働
に向けた学校マネジメントの推進、副校長・教頭マネジメント支援員の
理腫堕底が必要。

●スクールカウンセラー、スクールツーシヤルワ…カーの酉己置充実や効果的な
活用の推進、部活動指導員の配置充実が必要。

●「教員業務支援員との協働の手引き」等も活用しながら、支援スタッフの
着実な確保・配置、教師との連携。協働、役割分担の推進が必要。

3環 多様 な専門性を有する質 の高 い教職 員集 団の形成

●教職員定数の改善や支援スタッフの配置拡充と併せ、社会人の学校への
参入促進等により多様な専門性を有する教職員集回の形成が必要。

●教職課程の活用等も通じた、様々な強みや専門性を持つた教師の養成・

●多様な社会人等の参入促進に当たつては、参入しやすくなる免許制度の
検討等が必要。

●民間企業等の従業員が任期付職員として学校現場で勤務することも想定。
国は制度の同知・活用促進を図るべき。

●教職の魅力の広報。啓発や現場ニーズの適切な発信等が必要。

採用や、
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昭和55年には、T般行政職に比べて教師は
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尋とまた、人事評価の適正な実施・活用が必要。
塑睦辺辺廼迎睡ガ必要 (6級制の実現)。 主任手当よりも高い処遇を想定。
教育等教員特別手当の額を加葺する必要。
斜の調1整額による処遇の在り方を含め検討することが考えられる。

あり、その職務と職責の重要性を踏まえ、管理職手当等の改善が必要。●学校教育の質の向上に向けて、

l

●

●

よる処遇改善後の贈和55
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ることが必要。
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● 県費負担教職員制度の下で
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が日
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弯
手当

守
支↓ムラ嘉矛ヵ費を負わ全いため、企業と同様の形では、時間外勤務命令を発しないインセンテイプ

考えら

第 6章 教師を取り若く環境整備の着実な実施とフオローアツプ等

。国は、教 ことが重要。
。次期学習指導要領におけ いては、今後の専門的検討を踏まえ、改革されることを期待。 4
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学校。教師が担う業務に係る3分類

○ 文部科学省は、平成31年の中央教育審議会答申 傲)で示されたいわゆる「学校・教師力y旦う業務に係る3分類」に基づき、業
務の考え方を明確化した上で、役割分担や適正化を推進。

※新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策について (答申)(第 213号)(平成31年 1月 25日 )

① この度、3分類に基づく14の取組の実効性の向上のため、国、都道府県、市町村、学校など、それ詢 の主体がその権限と責任
に応じて役割を果たすこと力(きるよう、中央教育審議会質の高い教師の確保特別部会として、各主体の具体的な役割も含め整
理した「文ヽす応策の例」を取りまとめ。

2

③給食時の対応
(学級担任と栄養教諭等との連携等)

①授業準備 (補助的業務へのサポート
スタッフの参画等)

①学習評価や成績処理 (補助的業務
へのサポートスタッフの参画等)

⑫学校行事の準備・運営
(事務職員等との連携、一部外部委託等)

①進路指導
(事務職員や外部人材との連携・協力等)

①支援が必要な児童生徒・家庭ヘ

の対応 (専門スタッフとの連携=協力等)

③部活動(部活動指導員等)

⑤調査・統計等への回答等
(事務職員等)

⑥児童生徒の体み時間における対応
(輪番、地域ボランティア等)

⑦校内清掃
(輪番、地域ボランティア等)

※ 部活動の設置・運営は法令上の義務で
はないが,ほとんどの中学・高校で設置。
多くの教師が顧間を担わざるを得ない実態。

①登下校に関する対応

②放課後から夜間などにおける見回
り、児童生徒が補導された時の対応

※その業務の内容に応じて,地方公共団体
や教育委員会,保護者,地域学校協働活
動推進員や地域ボランティア等が担うべき。

③学校徴収金の徴収・管理

④地域ボランテイアとの連絡調整



全高長 第 52号
令和 6年 3月 18日

都道府県高等学校長協会長 様

全国高等学校長協会

会長 石崎 規生

高等学校の教員定数改善を求める全高長としての今後の取 り組みについて

日頃より本協会の活動にご理解、ご協力いただき感謝申し上げま丸

今年度の都道府県高等学校長協会長研究協議会では、文科省から8月 末に出された「教師

を取 り巻 く環境整備について緊急的に取り組むべき施策 (提言)」 について、11月 10日 (金 )

の第 2回研究協議会では文科省の安井財務課長による説明とそれに対する質疑応答を行い、

1月 19日 (金)の第 3回研究協議会では、静岡県高等学校長協会長の織田敦校長から「高

等学校の教諭定数改善を求める」というレポートに基づく発表があり、それを踏まえて活発

な意見交換がなされ、定数改善抜きに教員の働き方改革は進まないという多くの意見が出

されました。

協議会でも話したように、全高長として引き続き高等学校の教員定数改善について都道府

県高等学校長協会長の皆様の協力を得ながら以下のような形で組織的に検討を行い、その

内容を文科省で検討が進められている「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確

保のための環境整備に関する総合的な方策について)」 に反映させるなど要求実現に向けた

取 り組みを進めてまいりま丸

協会長の皆様には引き続きのご協力をお願いいたしま丸 なお、次年度協会長が交代する

都道府県につきましては新協会長へ引き継ぎをお願いいたしま丸

【今後の取 り組み】

1 検討のためのプロジェクトチームの設置

都道府県高等学校長協会長の有志、協会役員、事務局員等によるプロジェクトテーム

を設置し、オンライン、対面で検討を進め具体案を作成する。

2 都道府県高等学校長協会長研究協議会での協議

この問題を来年度の協議会の中心テーマとし、文科省担当者からの説明と意見交換、

プロジェクトチームの報告等をもとに協議を行う。

3 文部科学省への要望書の提出

プロジェクトチームがまとめた具体案をもとに協会としての要望書を作成し、文部科

学省に提出し実現に向けて働きかける。
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中央教育審議会「審議のまとめ」の考え方

※中央教育審議会 質の高い教師の確保特別課会

『今和の日本型学校教育』を担う質の高い教節の確保のための環境整備に関する総合的な方策について (審議のまとめ)(今和6年5月 )

教職の魅力を向上させ、子供たちの教育のために優れた教師を確保します。

①学校における働き方改革の更なる加速化、②学校の指導・運営体制の充実、
③教師の処遇改善 を一体的・総合的に推進します。

業務負担と長時間勤務を減らします

①学校におする働1方改率考
一層進めます

<教師の 1月 当たりの平均時間外在校等時間>
(H28、 R41ついて磁勃蕩剰留既割t基つく終十値)

Slh 約3割減

ゝ
●............Jト

②数職員定数の・己欠寺等tlIり |

指導,運営体制を―充実させます

。若手教師への支援や専科指導のための小

学校中学年の教科担任制の推進
●不登校やいじめ等に対応する生徒指導担

当教師の配置充実
。学校内外との連携や着手教師へのサポー

トのため「新たな職」の創設
。支援スタッフのさらなる配置充実、次世代

型「チーム学校」の実現
●幅広い人材の参加促進により、多様な専門

性を有する質の高い教職員集回を形成

小

●学校・教師が担う業務の迫工化や、標準を

大きく上回る授業時数の見直し、校務DXの
ん口逆色化

●学校における働き方改革の取組状況の「見

える化」とPDCAサイクルの構築
●教師の健康及び福祉の確保に向けた取組

の充実 (勤務間インターバルの推進 等)

●学校だけでは解決が難しい事業に対応する

ためのスクールロイヤー等の体制構築

③専門職tこふさわしい処運を実現します

●高度専門職である教師の職務の重要性を踏まえた、教師の大幅な処遇改善
(教職調整額の率をiO%以上に 等)

諸外国でも。中

教師の職務の特殊性等を踏 まえ、時間外勤務手当の支給に関する規定の適用外 とする国が多い。

(イ ギ リス、ニュージーラン ド、 ワシン トン州等)

時間外勤務を時間により測定 し、それに対 して追加的な給与を支給する仕組みは必ず しも一般

的ではあ りません。
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教職調整額を引き上げるだけでは

働き方改革は進まないのではないですか?

AI

A2

A3

。教職調整額の引き上げは、専門職にしS、さわしい教師の処週を

実現するために行うものです。
●先生方の長時間勤務を減らしていくためには、学校における働
き方改革の一層の推進や、教職員定数の改善等による指導・

運営体制の充実を合わせて進めることとしています。

。給特法は、日々変化する日の前の子供たちに臨機薦変に対応しなけれ
ばならないという教師の職務の性質に照らし、逐―、管理職の職務命令
によるのではなく、教師の専門職としての自律性を尊重する働き方の仕

組みです。
●給特法では、原則、時間外勤務を命じないこととし、臨時又は緊急のや
おを得ないX要がある時には「超勤4項目」に限定して時間外勤務を

命じることができるという仕組みになっており、教員の健康を守り、時間

外勤務を抑制することを目的とした法制度になっています。

。「審議のまとめ」では、教師の処週改善だけでなく、教職員定
数の改善等による指導・運営体制の充実がX要と提言されて
います。

●時間外在校等時間が長くなる要因である「持ち授業時数」の

軽減や、在校等時間が長く、休職率の高い『着手教師」への

支援、不登校やいじめ等に対Aする生徒指導担当教師などの

教職員の定数改善を進めます。

社会全体で学校や教節を支え、

教育という営みそのものに対する敬意が自ずと生まれる社会を目指します。

●

づ争文部利学省

給特法を廃止しないと

長時間勤務の実態は変わらないのではないですか?

教師の処週改善よりも、
先生の数を増やすことの方が大事なのではないですか?

28



令和6年4月 16日伝達・公表予定

現状・課題

高等学校DX加速化推進事業 (DX′ イゝスクール)

情報、数学等の教育を重視するカリキュラムを実施するとともに、ICTを活用
した文理横断的・探究的な学びを強化する学校などに対して、そのために必
要な環境整備の経費を支援する

。支援対象 :公立・私立の高等学校等

成長分野の

担 力日

デジタル等成長分野の学部

口学科の増
H自 然科学 (理系)分野の学生割
合5割 目標
・デジタル人材の増

【事業スキーム】

尋 補鳳カ

令和5年度補正予算額 100億円 文部11字 曽

大学教育段階で、デジタル・理数分野への学部転換の取組が進む中、その政策効果を最大限発揮するためにも、

高校段階におけるデジタル等成長分野を支える人材育成の抜本的強化が必要

Ｎ
Ю

●補助上限額 :1′ 000万円/校 (1′000校程度)

●補助率 :定額補助

○求める具体の取組例
・情報Ⅱや数学Ⅱ・B、 数学Ⅲ・C等の履修推進 (遠隔授業の活用を含む)

・情報。数学等を重視した学科への転換、コースの設置
(文理機断的な学びに重点的に取り組む新しい普通科への学科転換、コースの設置等)
。デジタルを活用した文理横断的・探究的な学びの実施
・デジタルものづくりなよ 生徒の興味関心を高めるデジタル課外活動の促進
・高大接続の強化や多面的な高校入試の実施
・地方の小規模校におして従来開設されていない理数系科日 (数学Ⅲ等)の違隔授業による実施
・専門高校において、大学等と連携したより高度な専門教科指導の実施、実践的な学びを評価する総合選抜の実施
等の高大接続の強化

O支援対象例
IC‐「機器整備 (八イスペックPC、 3D〕ルタ、動画・画像生成ソフト等)、 遠隔授業用を含む通信機器整備、理数教
育設備整備、専門高校の高度な実習設備整備、専門人材派遣等業務委託費 等

文部科学省

学校設置者

(担当 :初等中等教育局参事官付 (高等学校担当))



●

高等学校DX加速化推進事業 (DX′ イヽスクール)採択校の決定について 鶉
文印剌争曽

学科別採択校数

抑

1鯛 1基
科

1基
科

1亨
皇

守 1永 :歳 1翻

学科 家庭科 晴青率岡瞬 福祉科 理数科

※学科を併置する学校があるため採:尉交数の合言十は1ァ 010校にはならない。

●

高等学校DX加速化推進事業 (DX′ (イスクール)採択校の決定について 鶉

(担当 :初等中等教育局参事官付 (高等学校担当))

文翻1甘 学留

都道府県別採択校数

採択校数 採択横数 採択校数

公立 私立 合計 公 立 私立 合計 公立 私 立 合計

北海道 32 8 40 石川県 10 3 と3 岡山県 19 S 24

青森県 10 2 12 福井県 9 1 10 広島県 10 5 15

岩手県 18 3 21 山梨県 7 2 9 山口県 8 6 14

宮城県 14 2 16 長野県 15 3 18 徳島県 10 0 10

秋田県 15 1 16 岐卓県 9 4 13 香川県 4 4 8

山形県 15 2 1フ 静岡県 21 フ 28 愛媛県 12 4 16

福島県 14 3 17 愛知県 33 10 43 高知県 9 4 13

茨軌県 14 3 17 二重県 13 5 18 福岡県 20 15 35

栃木県 フ 4 11 滋賀県 9 2 11 佐賀県 4 2 6

群馬県 1フ 5 22 京都府 23 12 35 長崎県 14 3 17

埼玉県 28 6 34 大阪府 44 17 61 熊本県 7 3 10

千葉県 27 11 38 兵庫県 36 13 49 大分県 12 2 14

棘 者F 4フ 54 101 奈良県 10 2 12 宮崎県 11 1 12

神奈川県 22 9 31 和歌山県 12 0 12 鹿児島県 14 2 16

新潟県 16 2 18 鳥取県 8 0 8 ,中絆醜黒 8 1 9

富山県 6 フ 13 島根県 23 4 27 合 計 746 264 ■,010

【学校種別】

高等学校 :981校  中等教育学校 :16校  特別支援学校高等部 :13校
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(担当 :初等中等教育局参事宮付 (高等学校担当))



●

高等学校DX加速化推進事業 (DX′〔イスクール)採択校の決定について 鶉
文l111牢 曽

17097校
(公立 :812校、私立 :285校)

(申請額 :10フ .フ億円)

17010校
(公立 :746校、私立 :264校)

(採択額 :100億円)

■

‥

１

以下の観点で審査を行い、採択校を決定

① 各都道府県に割り当てた枠のなかで、取組内容に応じた加点が高しⅥ贋に採択  (基礎枠)

② それ以外の学校につして、取組内容に応じた加点が高しⅦ贋に予算の範囲内で採択 (全国推)

・4月 ■6日
。6月上旬

・翌 3月末

交付決定・採択校公表

概算払い

事業完了報告

●

高等学校DX加速化推進事業 (DX′〔イスクール)採択校の決定について 鶉

(担当 :初等中等教育局参事宮付 (高等学校担当))

文観II学 曽

申請校数 採択校数

今後のスケジユール (予定 )

採択校における情報工等※1の開設学校数、生徒の履修率

学校数

瑳南譲籠峯轟基手||■離 :i 38t60/0

[

※既開設、令和 8年度までに開設の両方に該当する学校力ちるため合計は1′010校にはならない。

※11青卒展Ⅱ等
・1膏辛RI
・数理・データサイエンス・AIの活用を前提とした実践的な学校設定教科・科目及び総合的な探究の時間

J青報 Iの内容を含むことにより

'旨

導内容を充実させた職業系の教科・科目

※2R5年度時点現4対直  ※3R8年度目標値  ※4R10年度目標値

全採択校においてデジタルを活用した課タト活動又は授業を実施するための設備を酉己備したスペースを整備

採択校におけるデジタル環境の整備

採択校における大学理系学部進学率※5

目標値 帷lo年度)※ o※ 6現状値

※5卒業生全体 (就職や専門学校への進学等を含む)に占める害」合

※6生徒の履修率、進学率は採択校の数値の平均
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(担当 :初等中等教育局参事官付 (高等学校担当))



令和 7年度大学△学者選抜実施墾垣の見直しの処要 (案 )

●試験期日 (追試験を2週間後から従前の 1週間後とする)

・本試験・・・令和7年 1月 lQ』 (土)(19日 (日 )

追試験・・ i令和 7年 1月 25自 (上 )、 26日 (日 )

|   ※以下「見直し予告」という。

<内容の明確化や充実を図るもの>
●帰国生徒ヌは社会人の試験日等             

｀

・試験期日の他(入学願書受付期間及び合格者の決定発表についても要項で進めた期
日によることを要 しないこと弁日月稚化 ^

●入学志願者本人が記載する資料や高等学校に記載を求める資料等の活用
・活動報告書て大学入学希望理由書、学修計画書など入学志願者本人が記載する資料

等 につ|い て記載内容や活用 する留青事J百等弁椎詔 ^

0調査書を活用する場合の留意事項
・これまでも入学志願者のイ建康】犬況 対 しては、原則 と して入学選抜の判断資料 と し

ない取扱いとしていたことを踏まえ、出欠の状況を推薦要件や合否判定の材料の一
つとして活用ずる際|こはて志願者本人に帰責されない身体・健康上の理由*に よるや
む を得ない欠府 日数がある とを、志原頁 本人からの申し出や調査書から把握 した

場合には、志願者が不利益を被ることがないよう配慮することを明確化。
*病気・事故等。例えば、新型コロナウイルス感染症のいわゆる罹患後症状と考えられる症状
や月経随伴症状等も含む。

●障害のある入学志願者への合理的配慮について
! ・「障害のある学生の修学支援に関する検討会報告 (第二次まとめ)」 (令和6年 3

月)を踏まえて,評価方法の明確化等の留意事項を追記。
:

0「第1基本方針」について
・「大学入試のあり方に関する検討会議」 (提言)における大学入学者選抜に求めら
れる原則

*を
反映。              1

①当該大学での学修・卒業に必要な能力・適性等の判定  i
②受験機会 r入試方法における公平性・公正性の確保   ｀

③高等学校教育と大学教育を接続する教昔の‐環としての実施

多様な背景を持つた学生の受入れ配慮対象の例示に「障害の有無」及び「居住地

域」を追加。

0「第 3入試方法」について
,各選抜区分の特性と選抜の実態との整合性を図る観点から、一般選抜とそれ以外と

入試方法 を「一般選抜 |、 「総合

「見直し予告」の反映

32

型選抜」、 「学校推薦型選被Jにいう整理を改め、
再整理

*。



* 一般選抜 :学力検査、小論文等を主な資料とし、また、大学・学部等の目的、特色、専門
分野等の特性によっては実技検査等を主な資料に加えつつ、調査書、入学志願者本人の記載
する資料等を組み合わせて、入学志願者の能力・意欲・適性等を評価・判定する入試方法。

参考 :以下は令和 6年度以前の要項において実質的に反映しているもの
* 入学者の選抜は、調査書の内容、:第 6に掲 |ザ る学力検査 (第 6の 1に示す個別学力検査又

は第 6の 2に示す大学入学共通テス ト。)クト論文、入学志願者本人の記載する資料等を、大
学・学部等の目的、特色、専門分野等の特性、選抜区分の特色等に応じて組み合わせ、入学
志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に評価 '判定する入試方法による。

* 総合型選抜及び学校推薦型選抜は、第 6の 1か ら4に掲げる大学入学共通テス ト文はその
他の評価方法等のうち少なくともいずれか=つ を必ず活用。        :

６

１

２

３

４

５

第 学力検査等

個別学力検査

大学共通入学テス トの利用
小論文、面接、実技審査等

資格・検定試験等の成績の活用

志願者本人 る資料や高等学校に記載を求める資料等の活用

0「第6学力検査等」について
の

を させること。

外国語の資格・検定試験等の活用に際して、家庭環境や居住地域により、受検する
ことの負担が大きい入学志願者の受験機会の公平性・公正性の確保に当たちての配
慮の例

*を
追加。

* 学部等同一の募集単位において、資格・検定試験等の結果を利用しない募集区分の設定や、
個別学力検査の成績と資格・検定試験等の結果のいずれか有利となる方を選択的に利用するこ
と等。

の の学習歴や活動歴等を
切に評価・判定する 点から、 を すること。

● |「別紙様式1(調査書)」 について
・簡素化された新しい指導要録の参考様式に合わせ 調々査書様式の見直し。

「 「

3入試方法」について
「専門学科・総合学科卒業生」、「帰国生徒、社会人」、「家庭環境、居住地域、
国籍、性別等に関して多様な背景等を持つた者」等、多様な入学者の選抜を工夫す
ること。

0「第5調査善」について                    .
・「見直しに係る予告」の留意点*を

踏まえて、調査書を十分に活用すること。
* 学習成績以外の活用及び具体的な評定の獲得等を求めることができること。

0「第 13その他注意事項」について
,障害のある入学志願者への合理的配慮の充実に努めること。

「

に はにや を

につい の い て してい
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(別表 1)

出 題 教 科 ・ 科 目

1 出題教科・科 目

(注 1)『 』内記載のものを1出題科日とする。

(注 2)『地理総合/歴史総合/公共』や『物理基礎/化学基礎/生物基礎/地学基礎』に

ある “/"は 、一つの出題科目の中で複数の出題範囲を選択解答することを表す。

(注 3)外国語『英語』は、リーディング及びリスニングで構成する。

2 出題教科・科 目の選択範囲及び試験時間

教科 出題科目

国  語

地理歴史

公  民

数  学

理  科

外 国 語

情  報

『国語』

『地理総合、地理探究』、『歴史総合、日本史探究』、『歴史総合、世界史探究』、

『地理総合/歴史総合/公共』

『公共、倫理』、『公共、政治・経済』、『地理総合/歴史総合/公共ゴ(再掲)

『数学 I、 数学A』、『数学 I』、『数学Ⅱ、数学B、 数学C』

『物理基礎/化学基礎/生物基礎/地学基礎』、『物理』、『化学』、『生物』、『地学』

『英語』、『 ドイツ語』、『フランス語』、『中国語』、『韓国語』

『情報 I』

教科 出題科 目 試験時間

国  語 『国語』 90ノァザ
｀

地理歴史 『地理総合、地理探究』、『歴史総合、日本史探究』、

『歴史総合、世界史探究』、『地理総合/歴史総合ノ/公共』

1科 目選択  60分
2科 目選択 130分

(う ち解答時間 120分 )

公  民 『公共、倫理』、『公共、政治・経済』、

『地理総合/歴史総合/公共』(再掲)

数  学 ① 『数学 I、 数学A』、『数学 I』 70′刀
｀

② 『数学Ⅱ、数学B、 数学C』 70分
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理  科 『物理基礎/化学基礎/生物基礎/地学基礎』、

『物理』、『化学』、『生物』、『地学』

1科 目選択  60分
2科 目選択 130分

(う ち解答時間 120分 )

外 国 語 『英語』、『 ドイツ語』、『フランス語』、

『中国語』、『韓国語』

『英語』

【リーディング】80分

【リスニング】60分

(う ち解答時間 30分 )

『 ドイツ語』『フランス

語』『中国語』『韓国語』

【筆記】80分

情  報 『情報 I』 60ノ刀
｀

(注 1)試酸形態は、問題冊子及びマークシー ト式解答用紙を使用し、紙で実施するものと

する。この形態に加え、外国語の『英語』については、ICプレーヤーを使用する試

験も実施するものとする。

(注 2)地理歴史及び公民については同一の試験時間に実施するものとする。

(注 3)数学については、①及び②の出題科目ごとに試験時間を分けるものとする。

(注 4)入学志願者は各大学の指定に従い、以下のとおり解答するものとする。

1)地理歴史及び公民については、以下のとおりとする。

ア 上記 6出題科目のうちから最大 2出題科目を選択。

イ 『地理総合/歴史総合/公共』を選択する場合については、「地理総合」、「歴

史総合」及び「公共」の3つを出題範囲とし、そのうち2つを選択解答。

ウ 2出題科目を選択する場合においては、以下の組合せ以外の出題科目の組合

せを選択。

・『公共、倫理』と『公共、政治 。経済』の組合せ

。『地理総合/歴史総合/公共』と当該出題科目で選択解答した 2つの出題範囲

と同一名称を含む出題科目の組合せ

2)数学については、以下のとおりとする。

ア ①については、上記 2出題科日のうちから1出題科目を選択。

イ ②については、『数学Ⅱ、数学 B、 数学 C』 の出題範囲のうち、「数学 B」 及び

「数学C」 については、数列 (数学 B)、 統計的な推測 (数学B)、 ベクトル (数

学C)及び平面上の曲線と複素数平面 (数学C)の 4項 目に対応した出題とし、

4項 目のうち3項 目の内容の問題を選択解答。

3)理科については、以下のとおりとする。

ア 上記 5出題科目のうちから最大 2出題科 目を選択。

イ 『物理基礎/化学基礎/生物基礎/地学基礎』を選択する場合においては、「物
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理基礎J、
「化学基礎」、「生物基礎」及び「地学基礎」の4つを出題範囲とし、そ

のうち2つを選択解答。

(注 5)外国語において『英語』を選択する入学志願者は、原則として、リーディングとリ

スニングの双方を解答する。
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